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1. まえがき

地球温暖化に代表される地球環境問題の解決は全世界が

取り組むべき重要な検討課題であり，温室効果ガスを大幅

に削減する低炭素社会の実現に向けた新たな枠組みが各国

で検討されてきた。低炭素社会の実現には，再生可能エネ

ルギーの大量導入と最先端の省エネルギー技術の普及拡大

が必須条件として求められる。

これに対し我が国では，低炭素社会の実現に向けて，原

子力発電所の増設と自然エネルギーを利用する太陽光発電

や水力発電，水素を利用する燃料電池などの新技術の開発

と普及拡大により対応するエネルギー計画が立案されてい

た。しかしながら，2011年 3月 11日の東日本大震災の影響
により，原子力発電所の増設・再稼働は極めて困難な状況

に直面し，さらに 2011年 5月の主要 8カ国首脳会議におけ
る共同声明の「原子力安全」部分の安全基準も見直された。

これにともない，太陽光発電などの自然エネルギーを利用

した再生エネルギーの普及を軸とするエネルギーシフトの

議論・検討が加速しつつある。

もう一つの必須条件である最先端の省エネルギー技術の

普及拡大には高効率で高性能な電力変換装置の開発が不可

欠である。高周波電力変換技術は北米，欧州を始めとして

内外の多数の研究機関で広く研究されており，スイッチン

グ電源や家電機器を中心として企業から実用化例も多数報

告されている。最近では新エネルギー利用や HEV/PHEVな
どにおける応用研究も活発で，国内では電気学会や電子情

報通信学会の主催する会議で，海外では IEEE主催の国際会
議に加えて，韓国，中国の学会でも毎年多数の論文が発表

されている。

電気学会の調査専門委員会においても長きに渡り調査が

なされてきた。

① 高周波共振形スイッチング電源方式と応用技術調

査専門員会

（1989年 10月〜1991年 9月，技術報告第 443号） 
② 電力変換器の高性能スイッチング技術調査専門委

員会

（1995年 12月〜1997年 9月，技術報告第 687号） 
③ 高周波共振形回路方式調査専門委員会

（2000年 4月〜2002年 3月，技術報告第 899号） 
④ 新型ソフトスイッチング電力変換回路と応用技術

調査専門委員会

（2002年 11月〜2004年 9月，技術報告第 1072号） 
⑤ ソフトスイッチング技術とその実用化最新動向技

術調査専門員会

（2005年 4月〜2007年 8月，技術報告第 1119号） 
⑥ 地球環境問題に対応する最新のパワー半導体スイ

ッチング回路技術調査専門委員会

（2008年 11月〜2010年 10月，技術報告第 1242
号）

「エネルギー問題に対応する最新の高周波電力変換技術

調査専門委員会」では「地球環境問題に対応する最新のパ

ワー半導体スイッチング回路技術調査専門委員会」の活動

の中の蓄エネ技術，創エネ技術に関する調査検討を継続し，

新エネルギー，蓄エネルギー利用を想定した高周波電力変

換装置と低炭素社会実現に貢献できるスイッチング回路技

術を中心に調査すると同時に，マイクログリッド対応の系

統安定化技術動向等や，新形パワー半導体デバイス，発電・

蓄電装置にも着目した調査を行い，それらの研究開発動向

を把握する事を目的として活動してきた。その活動は，基

本的には以下の項目に分類される。 

１）新エネルギーおよび蓄エネルギー利用を想定した高周

波電力変換回路技術の研究動向 

２）分散電源導入による影響と電圧，周波数安定化対策の

技術動向 

３）ソフトスイッチング技術の実用化動向

４）新形パワーデバイス，発電装置，蓄電装置の開発動向 

本報告書は，今後も普及拡大が期待される新エネルギー

や蓄エネルギーを利用する分散電源システムに対応する高

周波電力変換回路技術の開発動向，分散電源導入による影

響とその対策に関する技術動向，ソフトスイッチング技術

の実用化動向，新形パワーデバイスや発電・蓄電装置の開

発動向が明らかになることで，高周波電力変換装置の小形

化・高効率化・高性能化・高機能化などの進化の加速と新

エネルギー利用に対する指針を得ると共に，エネルギー問

題に対応する新たな電力変換技術の開発の発展に寄与する

事を期待している。 
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